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2022 年２月 14 日 

各 位 

会  社  名   パ ー ソ ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  CEO 和田  孝雄 

 （コード番号 2181 東証第一部） 

問 合 せ 先 執 行 役 員  CFO 関  喜 代司 

 （ T E L 0 3 - 3 3 7 5 - 2 2 2 0 ） 

 

 

業務資本提携の変更に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、以下のとおり、当社子会社 PERSOL ASIA PACIFIC PTE. LTD.

（シンガポール CEO 山﨑高之、以下 PAPAC）と Kelly Services Inc.（アメリカ合衆国 ミシガン州 CEO

ピーター・W・クイグリー、以下 Kelly 社）との間で締結しているアジア・パシフィック地域における業

務資本提携(以下本業務資本提携)の見直し及び当社と Kelly 社間の相互保有株式の解消について決議い

たしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 本業務資本提携の見直しの理由 

当社は、2012 年に Kelly 社と業務資本提携契約を締結し、アジア・パシフィック地域における合弁

会社を設立後、総合的な人材サービスを同地域で提供してきました。 

近年の人材サービス業での DX 投資を含めた事業環境の変化は著しく、より迅速な投資促進と経営管

理体制が求められております。当社が、アジア・パシフィック地域を引続き成長市場と考える一方、

Kelly 社は最近の北米での買収に見られるように、急成長しているスペシャリティ市場に経営資源を注

力する方針に転換をしたことから、相互の経営資源の配分を検討した結果、本業務資本提携の見直しを

行うこととなりました。なお、本件に関わらず、当社と Kelly 社とは今後も友好的な関係を維持するこ

とを相互に確認しております。 

 

２． 本業務資本提携の見直しの内容 

PAPAC 及び Kelly 社は、アジア・パシフィック地域において以下の合弁会社を設立して事業を展開し

ております。 

(１) 合弁会社の概要 

① 名 称 PERSOLKELLY PTE. LTD. 

② 所 在 地 8 Marina View, #11-01 Asia Square Tower 1, Singapore 

③ 代表者の役職・氏名 Francis Koh 

④ 事 業 内 容 総合人材サービス事業 

⑤ 資 本 金 229,000,000シンガポールドル 

⑥ 設 立 年 月 日 2017年 6月 20日 

⑦ 決 算 期 12月決算 

⑧ 純 資 産 222,805,000シンガポールドル 

⑨ 総 資 産 247,576,000シンガポールドル 

⑩ 出 資 比 率 PAPAC：51％、Kelly社：49％ 
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(２) PERSOLKELLY Pte. Ltd.（以下 PERSOLKELLY）の出資比率の変更 

現在、PERSOLKELLY 株式は、PAPAC51％、Kelly 社 49％の割合で所有されておりますが、PAPAC は、

追加で Kelly 社保有分の PERSOLKELLY 株式のうち 46.5％を 119 百万米ドル（約 140 億円）で取得し、

今後は PERSOLKELLY 株式の 97.5％を保有いたします。なお、Kelly 社も引き続き PERSOLKELLY 株式の

2.5％の保有を維持いたします。 

① アジア・パシフィック地域でのブランド利用について 

本業務資本提携の見直し後も、当面の間、PERSOLKELLY は引き続き PERSOLKELLY ブランドを使用い

たします。 

② アジア・パシフィック地域での Kelly 社、パーソルグループの競業避止業務について 

本業務資本提携の見直し後は、当面の間、アジア・パシフィック地域において、Kelly 社は、

PERSOLKELLY と競合する事業を行わないとの競業避止義務を負います。なお、パーソルグループは、

何らの競業避止義務も負いません。 

 

(３) 相互保有株式の解消 

現在、当社は、Kelly 社Ａ種普通株式 1,576,169 株及びＢ種普通株式 1,475 株を、Kelly 社は当社

普通株式 9,106,800 株を保有しておりますが、本業務資本提携の見直しにより、当該相互保有株式の

持合の解消を行うことを決定いたしました。 

① 持合解消の方法及び時期 

当社が保有する Kelly 社Ａ種普通株式 1,576,169 株及びＢ種普通株式 1,475 株については、当社

は、本日付けで、Kelly 社と株式譲渡契約を締結し、Kelly 社に売却する予定です。当社は当該株式

譲渡により約 30 億円の売却代金を受領する予定です。Kelly 社が保有する当社普通株式 9,106,800

株については、Kelly 社は、本日以降、金融機関を通じて売却する予定です。 

② Kelly 社が保有する当社株式の内容 

普通株式 9,106,800 株 

発行済み株式総数（自己株式を除く）に対する割合 3.92％ 

 

３． 本業務資本提携の見直しの相手先の概要 

（１） 名 称 Kelly Services Inc. 

（２） 所 在 地 999 West Big Beaver Road Troy, Michigan United States 

（３） 代表者の役職・氏名 Peter Quigley, President and Chief Executive Officer 

（４） 事 業 内 容 総合人材サービス事業 

（５） 資 本 金 40,100千米ドル 

（６） 設 立 年 月 日 1946年 10月 7日 

（７） 大株主及び持株比率 

BlackRock Institutional Trust Company, N.A.  15.02%   

The Vanguard Group, Inc.                      10.33% 

Dimensional Fund Advisors, LP                 7.63% 

Fidelity Management & Research Company        4.03% 

BWM AG                                       3.92% 

State Street Global Advisors                  3.22% 

LSV Asset Management                          2.74% 

Norges Bank Investment Management (NBIM)      1.84% 

JP Morgan Asset Management                    1.76% 

Invesco Advisers, Inc. (IA)                   1.70% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

2021年９月 30日現在、当社の発行済株式総数の 

3.92％に相当する 9,106,800 株を所有しておりま

す。 

人 的 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係は

ありません。 
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取 引 関 係 
グローバル企業に対して、包括的な人材サービスを

協働で提供しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態*        （百万米ドル） 

決算期 
2018年 12月 30 日 

通期 

2019年 12月 29日 

通期 

2021年１月 3日 

通期 

 連 結 純 資 産 1,159  1,264 1,203 

 連 結 総 資 産 2,314 2,480 2,561 

 連 結 売 上 高 5,513 5,355 4,516 

 連 結 営 業 利 益 87 81 △93 

 当 期 利 益 22 112 △72 

* 国際会計基準にて作成された開示情報を基に記載しております。 

 

４． 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022 年２月 14 日 

（２） 契 約 締 結 日 2022 年２月 14 日（予定） 

（３） PERSOLKELLY 株式追加取得 2022 年３月１日（予定） 

 

５． 今後の見通し 

本件による今期の当社連結業績へ与える影響は軽微なものと見込んでおります。なお、今後公表すべ

き事項が生じた場合は速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 

 

 

（参考）当期連結業績予想（2021年 11月 11日公表）及び前期連結実績 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（2022年３月期） 
1,060,000百万円 48,000百万円 48,600百万円 27,700百万円 

前期連結実績 

（2021年３月期） 
950,722百万円 25,724百万円 28,453百万円 15,341百万円 

（注）国際財務報告基準（IFRS）を適用している在外子会社において、当第３四半期連結会計期間より、2021 年４

月に公表された IFRS 解釈指針委員会（IFRIC）によるアジェンダ決定「クラウド・コンピューティング契約に

かかるコンフィギュレーション又はカスタマイズのコスト（IAS 第 38 号）」を踏まえ、会計方針を変更しまし

た。これに伴い、前連結会計年度の各数値については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記

載しております。 

 


